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インドネシア：病院と診療所:最近の規則による主要な変更点 
執筆者：吉本 祐介、Jeanne Elisabeth Donauw、Femalia Indrainy Kusumowidagdo 

 

 本ニューズレターでは、近時インドネシアにおいて制定された病院及び診療所事業に関する 2021 年大統領令第 10 号 No.10、

2021 年政令第 5 号、2021 年政令第 47 号(以下「政令 47 号」といいます。)及び 2021 年厚生大臣規則第 14 号(以下「規則 14 号」

といいます。)に焦点を当てて説明します。 

 

 これらの法令による重要な改正点の一つとして、病院や診療所事業への外国投資規制の緩和があります。また、これらの法令

では、事業活動のリスク・アセスメントに基づいて、必要な許認可が定められることになります。 

 

外資規制 

 

A. 病院及び主要診療所 

 民間病院や主要診療所(klinik utama)については、オムニバス法により、外資による出資規制が撤廃されました。外国人投資家

による投資は、これまでは最大 67%(ASEAN 諸国で設立された法人の場合は 70%)までの出資に制限されていましたが、民間病院

や主要診療所のすべての株式を保有することが認められるようになりました。 

 

B. プライマリーケア診療所 

 主要診療所については外資による出資規制が撤廃されましたが、プライマリーケア診療所(klinik pratama)については、内資がす

べての出資を保有する中小企業に留保されているため、外資は出資することができません。主要診療所とプライマリーケア診療

所の重要な相違点は、提供する医療サービスの種類にあります。すなわち、主要診療所は専門的な医療サービスを提供するの

に対し、プライマリーケア診療所は、基本的かつ限定的な医療サービスしか提供しません。 

 

事業許認可 

 

 インドネシアで事業を行うためには、事業活動のリスクアセスメントに基づき決定される許認可を取得する必要があります。 

2021年 

6月3日号 
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リスクアセスメントの観点から、民間病院事業はリスクの高い事業に分類されており、(i)事業識別番号(Nomor Induk Berusaha、以

下「NIB」といいます。)、(ii)事業ライセンス、(iii)規格認証のすべてを取得しなければなりません。 

 主要診療所は、中程度のリスクのビジネスとされており、NIB と規格認証のみを取得することで足ります。 

 新法令は、特に病院及び診療所に必要な許認可を合理化することを意図したものですが、実際に許認可取得が容易になるか

は今後注視する必要があります。 

 

最低病床数の緩和 

 

 従来の規制では、外資が出資している病院は、一般病院と専門病院のいずれの場合であっても、200 床以上の病床数を保有す

る必要がありました。政令 47 号及び規則 14 号においては、一般病院の最低病床数は同じですが、専門病院の最低病床数が

100 床にまで引き下げられています。但し、最低病床数の緩和は、(i)歯科病院、並びに(ii)耳鼻咽喉科及び頭頸科の病院には適

用されません。 

 

政令 47 号及び規則 14 号によって導入された病院に関する追加要件 

 

 上述のような規制緩和がなされた一方、一般病院及び専門病院ともに、従来の規制で義務化されていた業務に加えて、次のよ

うな追加支援業務を提供する必要が生じました。 

• 研究業務、病歴業務、血液業務、集中滅菌業務 

• 病院マネジメント業務 

 

 さらに、政令 47 号及び規則 14 号は、政府所有の公共病院及び民間病院の双方が、通常時及びアウトブレイク発生時又は公衆

衛生上の緊急事態における隔離施設として、入院病床を提供することを義務づけています。政令 47 号及び規則 14 号において

は、アウトブレイク発生時又は公衆衛生上の緊急事態において、公的病院及び民間病院は、全入院病床数のそれぞれ 30%と 20%

以上を隔離施設に割り当てなければならず、このようなアウトブレイク発生時又は公衆衛生上の緊急事態でない場合であっても、

全ての病院は全入院病床数の 10%以上を隔離施設に割り当てなければなりません。 
 

 上記の詳細についてご不明な場合、お気軽にお問い合わせください。 
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 

y.yoshimoto@nishimura.com 

2002 年弁護士登録。三井物産株式会社法務部および米国三井物産株式会社ニューヨーク本店出向後、2012 年

ジャカルタの Ali Budiardjo, Nugroho, Reksodiputro 法律事務所出向。海外各国におけるコンプライアンス問題や日

本企業のアジア進出等を幅広く手掛ける。 
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提携事務所パートナー ジャカルタオフィス*1 Walalangi & Partners 
Jdonauw@wplaws.com 

ジェン・エリザベス・ドノウは、インドネシア弁護士であり、インドネシア投資案件を中心とする企業法務全般に従事

し、20 年の実務経験を有しています。これまで、様々な業種のクライアントに対して、インドネシアにおける複雑かつ

洗練された投資、買収、企業再編の支援などのさまざまな取引を支援してきました。ワラランギ＆パートナーズ法律

事務所に入所する前は、国際的な法律事務所のインドネシア事務所のパートナー弁護士として勤務していました。 
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フ ェ マ リ ア
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インドライニー
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ク ス モ ウ ィ ダ グ ド

 
Attorney-at-Law (Admitted in Indonesia), Jakarta Office*1 

Walalangi & Partners 
fkusumowidagdo@wplaws.com 

Ms. Femalia Indrainy Kusumowidagdo is an experienced Indonesian lawyer, with more than six years of experience, 
with strong experience and knowledge on banking and finance, infrastructure and capital market. 

*1 提携事務所、Associate office 

https://www.jurists.co.jp/ja/attorney/0163.html
mailto:y.yoshimoto@nishimura.com
https://www.nishimura.com/ja/attorney/2027.html
mailto:Jdonauw@wplaws.com
https://www.nishimura.com/ja/attorney/2010.html
mailto:fkusumowidagdo@wplaws.com


 

 

 

当事務所のアジアプラクティスは、日本とベトナム、インドネシア、シンガポール、フィリピン、タイ、マレーシア、ラオス、カンボジア、ミャンマー、イン

ド、中国、台湾、香港、韓国等を含むアジア諸国との間の、国際取引を幅広く取り扱っております。例えば、一般企業法務、企業買収、エネルギー・天然資源関

連、大型インフラ、プロジェクト・ファイナンス、知的財産権、紛争処理、進出および撤退等の取引について、同地域において執務経験のある弁護士が中心とな

り、同地域のビジネスおよび法律実務を熟知した、実践的なリーガルサービスの提供を行っております。本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即

応すべく、同地域に関する最新の情報を発信することを目的として発行しているものです。 
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